
１．生活者への支援等関連経費 11,854 １．税収 17,250

２．地方の活性化関連経費 5,783 ２．税外収入 1,036

３．災害・危機等への対応関連経費 7,578 ３．前年度剰余金受入 10,622

４．地方交付税交付金 9,538

５．その他の経費 4,463

６．既定経費の減額 ▲ 17,880

　(1)国債費 ▲ 15,142 ４．公債金 ▲ 7,571

　(2)その他 ▲ 2,738

７．東日本大震災復興特別会計へ繰入 9,844 ５．前年度剰余金受入（復興財源） 9,731

６．税外収入（復興財源） 113

（注１）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。

（注２）公債金について、建設国債を増額し、赤字国債を減額する。

（注３）経済対策の国費：35,289億円（一般会計の歳出１.～３.及び７.並びに特別会計（財政投融資特別会計投資勘定）の歳出230億円の合計）

（注４）東日本大震災復興特別会計へ繰入のうち、7,247億円（財政法第６条の純剰余金の1/2に相当）については復興債の償還財源に充てられる。

（参考）財政投融資計画において、株式会社日本政策金融公庫等に対し、1,117億円を追加する。

（単位：億円）
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歳　　　出 歳　　　入

　　合　　計 31,180 　　合　　計 31,180


